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1. はじめに 

我が国では増加する航空需要や利用者の多様なニーズ

に対応するため，効率的な航空交通システムの構築が求

められている 1)．2010年には国土交通省航空局が航空政

策の長期ビジョンである「CARATS」を策定し，航空輸

送の効率化・利便性向上等を図る長期的目標が定められ

た． この他一部の空港では滑走路新設等の整備計画も進

行しており，ハード・ソフトの両面から航空システムの

高度化を図る動きが見られている． 

航空関連施策の実施にあたっては他の一般的な公共事

業と同様に事業の各段階(計画・採択・施行中・完了後な

ど)にその評価を行うことが求められる．特に「費用便益

分析」は事業全体の投資効率性を定量的に説明する手法

として，事業評価の手法の一つに位置付けられており 2)，

航空分野においても空港整備や保安システム整備といっ

た主要な事業に関して費用便益分析の手法を定めたガイ

ドラインが制定されている．またCARATSにおいても施

策の事業の各段階において実施する費用対効果分析につ

いて，その手法が具体的に定められている． 

現在の航空関連事業における費用便益分析のうち，空

港での航空機遅延削減に関する分析では，削減施策を施

した空港を発着する各便に対する遅延軽減量を算出した

上で，それに時間価値や燃料消費量等の便益の単価を掛

け合わせることで便益を算出している．しかし，当該空

港の処理容量の拡大に伴ってその空港を発着する各便の

遅延時間が削減されれば，同一機材を使用する後続便の

遅延時間(以下「波及遅延」)も削減されると考えられる．

このような波及遅延の削減効果については，一部の費用

対効果分析において「事業による定性的効果」のひとつ

として言及されているが 3)，その効果を便益として定量

的に評価する手法は我が国には導入されていない． 

一方で，米国においては航空機遅延の波及現象を考慮

した費用便益分析を実施する動きも見られている．

Welman et al.4)は各空港で生じた航空機の実遅延を当該空

港に起因する「オリジナルの遅延」と「前便以前からの

波及遅延」の2つに分離する手法を提示した上で，それ

らの比率からなる「遅延波及乗数(Delay Propagation 

Multiplier; DPM)」を提案した．DPMは空港整備により削

減されるオリジナル遅延から波及遅延も含めた総遅延削

減量を算出することが可能な指標である．連邦航空局

(FAA)は本指標を航空事業における費用便益分析に用い

ているとされている．しかし当該研究における分析は当

時の運航データを用いた DPM の算出までに留まってお

り，遅延の波及現象のメカニズム等に関しては言及して

いない．また，Kafle et al5).は航空会社が運航スケジュー

ルに挿入するバッファの効果に言及し，航空機の運航ス

ケジュールにおけるバッファの量を説明変数に含む離散

‐連続モデルにより波及遅延を予測するモデルを作成し

た．その上で離散‐連続モデルの係数を比較することで

環境要因が遅延の波及に与える要因を定量的に評価して

いるが，費用対効果分析への具体的な適用手法に関して

は言及しておらず，モデルの変数構造が費用対効果分析

上は好ましくない部分も見られる． 

上記の米国における波及遅延分析の知見を踏まえ，我

が国においても空港整備事業による波及遅延の削減量を

算出することが可能となれば，当該事業により生じる便

益をより精緻に評価することが可能になると考えられる．

また，遅延の波及度合いは空港や空域の混雑状況のみな

らず，運航者(航空会社)のスケジューリングやオペレー

ションの方針に影響を受けると考えられる．よってそれ

らの影響要因を環境変数として考慮した波及遅延の予測

モデルを構築することで，航空情勢の変化を考慮した波

及遅延の予測が可能になると考えられる．更に運航者に

対しても遅延の波及を抑止させるための知見を定量的に

提供することで，空港整備事業とあわせて航空ネットワ

ーク全体の更なる高度化を図ることが可能になると考え

られる． 

 

2. 本研究の目的 

本研究の目的を以下に示す．本研究の最終的な目的は，

我が国の航空関連施策の費用便益分析において考慮され

ていなかった遅延の波及現象についてそのメカニズムを

解析すると共に，今後の費用便益分析において波及遅延

の削減効果を考慮する際に必要な知見を提供することに

ある．また，目的を実現するための具体的な目標として

以下の2点を掲げる． 

① 運航中や空港での折返しにおける遅延の波及(回復)

現象に関して，航空会社の違いや機材の違い，折返

し時間ごとに分析を行い，遅延の波及現象に影響を

与える要因について整理する． 

② 波及遅延を評価した既存の研究の知見を元に，①で

明らかにした影響要因を考慮した波及遅延量予測

モデルを構築する．また，空港整備に伴う波及遅延

量も含めた総遅延削減量を示す指標を提示する． 



 

なお上記目的を実現する上では機材繰りの追跡が可能

な運航実績データベースが必要不可欠である．しかし，

我が国においてはそのようなデータベースは一般に公開

されていない．そこで本研究の副次的な目標として下記

の点を掲げる． 

③ 現在Web上で入手可能な運航データを収集・統合し

たうえで分析に資する運航実績データベースを構

築すると共に，その方法論を示す． 

 

3. データベース構築 

(1) 取得対象の情報の整理 

本研究で必要とされる情報は主に①航空会社公式Web

サイトで公表されている運航情報，および②航空機軌跡

公開サイト(Flightradar24 ;以下「FR24」)で取得すること

ができる．前者は各便の発着時刻の予定値と実績値を入

手可能であり，それらの時刻を元に各便のゲートにおけ

る遅延が算出できる．後者は航空機から送信された

ADS-B 脚注2)情報を収集・再公開する Web サイトである．

各便の軌跡の他，充当された機材の登録記号(機材固有の

文字列)等の取得が可能であることから，同一登録記号の

情報を辿れば機材繰りの追跡が可能である．また，FR24

では離着陸時刻も記載されていることから，空港発着の

実績時刻と離着陸時刻を組み合わせることで各空港にお

ける地上走行時間を算出することが可能である．更に取

得した軌跡の解析を通して各便の使用滑走路や飛行コー

スの情報を付与すれば将来的には遅延の分析をより多面

的な視点から行うことも可能であると考えられる． 

(2) 情報の取得とデータベースの構築 

(1)で示した Web サイトに定期的にアクセスするプロ

グラムを構築し，情報の取得を継続的に行っている．ま

た，航空会社公式Webサイトに収録されたデータを日付

+便名一致で FR24 から収録したデータとマッチングし，

機材繰りの追跡が可能なオリジナルの運航データベース

(以下「DB」)を構築する．現在までに構築したDBの概

要を表-1に示す．なお，DB の構築にあたっては機材の

運用を1日単位で追跡し，連続する2便の着空港と発空

港の一致を確認することで1日の機材繰りの連続性を照

査した． 

(3) オリジナルDBの収録率 

公式 Web サイトでの情報取得は表-1 に示した国内の

航空会社のみを対象に行っていることから，本DB はサ

ンプルデータである．そこで公表されている過去の実測

値と比較することでおおよその収録率を試算した．なお

情報取得の方法は逐次改善を行っていたため，取得手法

が安定した2016年9月~11月を対象に試算している．比

較対象とする過去の実績値は国土交通省航空局発行の

「空港管理状況調書 6」」に記載された2015年9月~11月

の国内線着陸数である．結果として，全空港ベースでの

収録率は44%(10.5 万便/23.9 万便)であった．また，主要

空港別の集計では関西国際空港が最も高位で67%であり，

次いで羽田空港が62%であった．最も低位であったのは

鹿児島空港で28%であった．空港ごとに収録率が大幅に

変動する要因として，①空港に就航する各航空会社のシ

ェアの違いと②就航機材の違いが挙げられる．つまり，

元々DB に収録していない航空会社が多く就航している

空港や，航空会社公式Webサイトでは情報が取得できて

いるものの，就航機材が小型あるいは高経年等の理由に

よりADS-Bを搭載しておらず，FR24に登録記号が収録

されていないことなどが想定される．情報の収録状況に

よっては特定の空港において機材構成比や航空会社シェ

アの現況再現性が低くなる可能性があるので留意すべき

である． 

 

4. 航空機遅延の波及現象の解析 

(1)既存の指標DPMの算出による波及遅延の現状評価 

空港で発生した遅延が波及して航空ネットワークに与

える影響の度合いを定量的に示す指標としては，先述し

たWelmanのDPMの考え方が適していると考えられる．

そこで遅延の波及現象のメカニズム解析に先立ち，我が

国における波及遅延の現状を把握するため DPM の算出

を行った． 

DPMの算出にあたっては，まずDBに収録されている

遅延をオリジナル遅延と波及遅延に分離する必要がある．

表-1 オリジナル DB の概要 

収録期間 
2016/2/1~情報収集継続中  

(統合処理済みは~2016/10/31 まで) 
(2017/2/10 現在)

収録航空会社 
JAL グループ・ANA グループ 
AIRDO(ADO)・ Starflyer(SFJ)  

ジェットスター(JJP)・ピーチ(APJ) 
収録便数(※1) 261,451 便 (※1) 

各便収録項目 
(※2) 

発着空港・発着時刻(予定・実績)・ 
離着陸時刻*・使用滑走路*・ 

遅延理由・登録記号・機材型式等 
(※1)  機材登録記号が付与され，かつ1日の機材運用が連続して
おり情報の欠損が無い便の便数 
(※2)  *付与は ADS-B 脚注2) 搭載機に限る 

 



 

遅延の分離手法は以下の通りである．まず各空港での出

発もしくは到着をノード݅とし，リンク	 ݅, ݅  1は空港で

の折返しもしくは空港間を結ぶフライトである．また，

ノード݅における実遅延をܦ，オリジナル遅延を ܱ，ノー

ド݇で発生しノード݅で観測された波及遅延を,とする．

オリジナル遅延と波及遅延の定義は以下の通りである． 

①当日1便目ሺ	 ݅ ൌ 1ሻのオリジナル遅延に関して波及 

遅延は観測されていないので ଵܱ ൌ  ଵ (1)ܦ

②ノード݅ ൌ 2,… ,  においてܫ

ノード݅ െ 1から݅への波及遅延； 

ିଵ, ൌ ଵܱିଵൈmin	ሺ1, ܦ ⁄ିଵܦ ሻ (2) 

ノード݇ ൌ 1,… , ݅ െ 2からノード݅に波及した遅延； 

, ൌ ,ሺ1	,ିଵൈmin D Dିଵ⁄ ሻ (3) 

ノード݅でのオリジナル遅延； 

Oଵ ൌ Dଵ െ ,
ିଵ

ୀଵ
 (4) 

またWelmanのDPMの定義は 

ܯܲܦ ൌ ܱ  ܲ

ܱ
 (5) 

ただし， 

 ܱ:空港ܽで生じたオリジナル遅延の総和  

 ܲ： ܱに起因する波及遅延の総和ሺ到着時観測 ሻ 

 

なお，式(5)における ܲに関してある1便の出発時と到

着時の両方で遅延量を計上することは，当該航空機に搭

乗した旅客の時間短縮便益を評価する上では遅延のダブ

ルカウントにあたる．よって DPM 計算上の波及遅延の

総和 ܲに関しては到着時に観測された遅延のみを対象

に計上する． 

DB を用いて我が国における空港ごとの DPM を算出

したところ羽田空港で1.47，那覇空港で1.66といった値

を得た．つまり羽田空港に起因する1分の遅延が生じた

場合，0.47 分の波及遅延が生じていることを示す．空港

整備事業によって羽田空港の遅延が1分削減された場合，

航空ネットワーク全体では1.47分の遅延が削減されたこ

とと同義である． 

(2) 空港における波及現象の分析 

メカニズム解析の過程で，航空機の運用状態を「運航

中」と「駐機中(=折返し待機中)」に二分すると，駐機中

の方が遅延は回復する傾向にあることが明らかとなった．

これは空港における折返し時間が遅延を吸収するバッフ

ァとして機能していることに起因すると考えられる．そ

こで空港における航空機の折返しに着目し，ある便の到

着遅延に対する次便の出発遅延の比率の期待値を示す値

として下式で定義するܦ/ܦを用いて折返し時間のバ

ッファ効果に関して評価を行った． 

ܦ/ܦ ൌ

∑
݊便目の出発ሺDepertureሻ遅延ܦ
݊便目の到着ሺArrivalሻ遅延ܦ

ே
ୀଵ

ܦ  0の折返し便数	ܰ

(6)

例えばある条件下でܦ/ܦ =0.5 を得た場合，その条

件では到着遅延時間の半分の値が出発遅延時間の期待値

であることを示す．また，指標の特性上，早着・定着便

に対する折返し後の出発遅延の期待値は表現できないた

め，必要であればその条件下での遅延波及状況を確認し

た上で別途表現方法の検討が必要である． 

図-1 機材規模・予定折返し時間別ܦ/ܦ 

図-2同一規模機材における会社別予定折返時間分布 

図-3 同一規模機材における会社別ܦ/ܦ 
(各社1000便以上のサンプルがある折返し時間のみ) 

 



 

図-1 は機材規模(座席数)に着目して折返し時間ごとに

を算出したものである．機材規模に応じてグラフܦ/ܦ

が左右にシフトし，到着遅延が出発遅延に波及しなくな

る目安であるܦ ⁄ܦ ൌ 1となる折返し時間が機材ごと

に異なっている．よって，折返し時間と遅延波及の関係

に影響を与える要因の一つとして機材規模が挙げられる

ことが示唆される．  

図-2 は航空会社ごとに予定折返し時間の分布を示し

たものである．LCC2社(JJP・APJ)の折返し時間の最頻値

は 35 分で，30 分での折返しも多く観測されている．ま

た，ANAも同様に最頻値は35分である一方，JALは40

分・45分が多く観測されており，LCCおよびANAと比

べて余裕のある機材繰りがなされていることが分かる．

また，図-3 は航空会社別に同一規模機材の駐機時間別

を比較したものである．LCCの折返しが多い「30ܦ/ܦ

分」「35 分」において全社ともܦ/ܦは比較的高位な傾

向にあり，LCCは遅延が波及しやすい環境で運航してい

ると考えられる．一方で JAL便が多くアサインする「45

分」において同社のܦ/ܦは1を下回っていることから，

遅延して到着した場合でも次便の出発遅延の期待値は前

便の到着遅延よりも小さいと考えられる．また「35 分」

において各社を横断的に比較しても LCC は FSC と比べ

てܦ/ܦが大きい．以上より，折返し時の遅延吸収能力

の違いがあることが示唆された．  

 

5. 総遅延削減量を推定する指標(Multiplier)の推定 

(1) Multiplierの概要 

空港整備事業によって削減された総遅延削量を推定す

る指標値(Multiplier)の検討を行う．ここで「総遅延削減

量」とは空港整備事業によって削減された遅延と，それ

に付随して削減された波及遅延の合計値である． 

本研究における Multiplier の考え方は Kafle による

Multiplierの考え方に類似する．すなわち，現状でのオリ

ジナル遅延と波及遅延の関係について，波及現象へ影響

を与えると考えられる要因を環境変数に含めた離散－選

択モデルを推測する．その上で推定されたモデルのオリ

ジナル遅延に付属するパラメータ値からオリジナル遅延

と波及遅延の関係を考察すると共に，オリジナル遅延を

1 分削減した際の波及遅延の変動量の期待値を算出し，

Multiplierを求める．なお，モデルの被説明変数である波

及遅延量に関しては Welman が指摘した利用者便益の推

定上除外すべき遅延のダブルカウント(4.(1)参照)を除外

した値を使用し，費用便益分析への対応が可能な

Multiplierの推測を行う． 

 (2) モデルの設計 

モデルの被説明変数はオリジナル遅延に付随する総波

及遅延である．また，被説明変数である総波及遅延は波

及遅延量の0以下の値を取り得ないことから，本研究で

使用するモデルとして0＜ݕの打ち切り回帰モデル(タイ

プ1 Tobitモデル)を選定した． 

説明変数としては第一にオリジナル遅延 ܱを挙げる．

なお，ある1日の航空機の機材繰りを想定すると，より

上流で生じたオリジナル遅延に付属する総波及遅延が多

くなると想定される．この点を考慮し，本研究において

は1日(6:00~22:00)を4時間ごとの4つのセグメントに分

割した上で，オリジナル遅延が観測されたセグメントを

判別するダミー変数ߜ
௧ሺݐ ൌ 1,… ,4ሻを導入した．また，

遅延の波及現象に対して運航時間におけるバッファの効

果が大きいことを考慮して「ノード i より後で観測され

る運航バッファの総和(ܤ
ை)」および「ノード i より後で

観測される折返しバッファの総和(ܤ
ீ)」を説明変数とし

て与える．各リンク(折返しまたは運航中)におけるバッ

ファの算出方法は Kafle らに倣い，運航，折返しそれぞ

れの標準時間を算出した上で，予定された時間から標準

時間を減ずることでバッファとする．またバッファの増

減とオリジナル遅延 ܱおよび総波及遅延の複合的な関

係を考慮するため，説明変数における運航バッファܤ
ைお

よび折返しバッファܤ
ீに関しては，それぞれオリジナル

遅延 ܱと掛け合わせた値を使用する．上記を踏まえ，本

研究で想定するTobitモデルを改めて整理する． 

ݕ
∗ ൌ ߚ  ሺߚଵߜ

ଵ  ߜଶߚ
ଶ  ߜଷߚ

ଷ  ୧ߜସߚ
ସሻ ܱ

   ሺߚହܤ
ை  ܤߚ

ீሻ ܱ   ߝ
(3) 

ݕ ൌ ൜
∗ݕ ∗ݕ  0
0 ∗ݕ ≦ 0

 (4) 

ただしݕは目的変数(波及遅延量)であり，ݕ
∗は潜在変数，

	 ሺ݅ߚ ൌ 0,… ,6ሻは各変数に付随するパラメータ，ߝは誤

差項である．また，時間帯 t においてオリジナル遅延 1 分

を削減した場合に削減される波及遅延量ܦ௧をܦ௧ ൌ ሺߚ௧ 

ݔߚሻΦሺߚହߚ ⁄ߪ ሻと定義し，総遅延削減量を推定する

Multiplier௧を 

Multiplier௧ ൌ 	 ሺ1  ௧ሻܦ ௧ൗܦ  

とする．(Φሺ. ሻは準正規分布の累積分布関数)  

 

 



 

(3)モデル式の推定結果 

 モデル推定の具体例として羽田空港出発便を対象とし

たモデル推定結果を表-2に示す．時間帯別のオリジナル

遅延に直接乗ずるパラメータߚଵ~ߚସの大きさと符号はお

おむね遅延の波及現象を説明する上で尤もらしいもので

あると考えられる．つまり，同一量のオリジナル遅延で

あっても朝(時間帯 1)に観測された遅延の波及量が最も

大きく，時間帯が進むにつれてその量は減少する傾向が

観測された．また，バッファに関するパラメータの符号

は負であり，バッファが増大するに連れて波及遅延の量

が削減される傾向が観測された．また，時間帯1におけ

るMultiplierଵは 1.677 であり，空港整備事業により当該

時間帯における遅延を1分削減した場合，波及遅延も含

めた総遅延削減量は1.677分と推定される． 

 なおこれらのモデル推定をエアラインごとに行った結

果を図-4に示す．図よりFSCよりLCCの方が遅延が波

及しやすい状況であることが読み取れる． 

 

6. 結論 

本研究を遂行するにあたっては，現在Web上で取得可

能な航空運航情報を収集・統合した上で機材繰りの追跡

が可能な独自の運航実績データベースを構築した．デー

タベースの収録率を暫定的に算出したところ，2016 年

9~11 月において全空港合計の収録率はおおむね 44%で

あった．航空機の遅延に関するデータ公開量が乏しい我

が国において独自の運航実績データベースを構築する方

法論を示したことで，今後の航空関連施策に関する研究

を発展させる上で有益な知見を提供したと考えられる． 

構築したデータベースを用いて空港での折返しにおけ

る遅延の波及現象に影響を与える要因について分析を行

い航空会社が設定する予定折返し時間が空港での遅延の

波及に対し明確な影響を与えていることを見出した．ま

た，最後に我が国の空港整備事業の費用便益分析に波及

遅延の考え方を導入する指標(Multiplier)の検討を行った．

本 Multiplier は特定の空港に起因する遅延の削減量から

波及遅延の削減量を算出するという点で既存の指標と類

似した使用法が可能であるが，利用者便益の評価に供す

ることを念頭に置いたモデル推定と環境変数の変化に対

応可能な変数設計を両立させたたことに新規性がある．

また，Multiplierの推定を行った結果，マクロな視点にお

いても LCC の遅延が波及しやすい傾向にあることを示

した． 

表-2 羽田空港出発便を対象としたモデル推定結果 

対象空港 羽田空港 

発着 発 

航空会社 全社 

その他  

ߚ (Intercept):1 -8.545 *** Dp 

ଵߚ Time1_OriDly 1.846 *** 0.677

ଶߚ Time2_OriDly 1.798 *** 0.609

ଷߚ Time3_OriDly 1.320 *** 0.437

ସߚ Time4_OriDly 1.164 *** 0.368

ହߚ Orig*運航Buff -0.114 *** -0.041

ߚ Orig*折返Buff -0.002 *** -0.001

疑似R2 値 0.694 

最終尤度 -57366 

サンプル数 32514 

Signif. codes:  0 ‘***’ 0.001 ‘**’ 0.01 ‘*’ 0.05 ‘†’ 0.1 ‘ ’ 1 

 

図-4 エアライン別波及遅延量ܦ௧  
 
 
脚注 1)Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic 
Systems(将来の航空交通システムに関する長期ビジョン) 
脚注2) 放送型自動従属監視; 航空機が自機の情報(識別，GNSS
座標，速度，経路意図等)を一括送信する装置および機構の名称．

本来は航空機相互間の衝突防止や，航空管制の効率化を図るた

めに使用される． 
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